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研究成果の概要（和文）：本研究では、産業連関理論とグラフ理論などを組み合わせた新たな産業構造解析モデ
ルの構築を行い、様々な応用研究を行った。その結果、産業の複雑な連関構造・波及構造の中から、資源や環境
負荷集約的な産業構造や、特徴的な産業構造を定量的に解析し、可視化することは、持続可能かつ強靭な産業シ
ステムの構築ための技術開発・導入戦略、資源獲得・利用戦略、負荷削減対策、リスクマネージメントを議論す
るための有効な情報かつ判断材料になりうることがわかった。また、結果を定量的・視覚的に示すことにより、
産業間や利害関係者間の議論や合意形成を容易にし、技術や対策の導入の援助も可能である。

研究成果の概要（英文）：We proposed an industrial structure analysis model combined input-output 
analysis with a spectral graph analysis etc., and performed applied studies. From the results, it 
became clear that analyzing and visualizing the resource intensive, environmental footprint 
intensive and characteristic industrial structure from industrial complicated linkage structure, 
influence structure can be useful information and decision materials for technology development and 
introduction strategy, resource acquisition and use strategy, emission reduction measures, risk 
management. It can also facilitate discussion and agreement between industries or stakeholders, and 
support introductions of technologies and measures.

研究分野：環境経済学

キーワード： 産業クラスター　フロー解析　バイオマス　二酸化炭素
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
地球温暖化問題、資源問題、災害など、多

地域の多産業が関わる問題を解決するため
には、産業の複雑な連関構造・波及構造を把
握し、問題を効果的に解決するポテンシャル
を持つ異業種間の連携やステークホルダー
の特定が不可欠である。この複雑な産業の連
関構造・波及構造は、産業連関分析 1)を用い
て把握することができるが、従来の産業クラ
スターや構造解析研究は、地理的距離や生産
技術の類似性を評価基準としたものであり、
排出削減・資源使用削減ポテンシャルを評価
基準とした産業クラスターの研究は行われ
ていない。そこで申請者はこれまで、産業連
関分析などの経済統計分野の手法と、スペク
トラルグラフ分析 2, 3)などの数理計画分野の
手法を組み合わせることにより、キーセクタ
ー検出法の開発 4)、重要なサプライチェーン
の特定手法の開発 5)、新たな産業クラスター
検出法の開発 6)とそれを応用した構造変化分
析法の開発 7)などを行ってきた。これらの研
究により、新たな産業構造解析モデルが構築
されつつある。また、申請者は、上記の手法
を用い、局地的生産停止に対するサプライチ
ェーンの強靭性を評価する手法の開発も進
めている 8)。 

しかし、上記のモデルは統計学・数理計画
学的にも未だ開発段階であるとともに、資源
や災害の分析を行うためには、産業連関表か
ら得られる産業のデータより、もっと細かな
企業・工場レベルのプロセスデータなどが必
要となる。より頑健かつ包括的、現実反映性
の高いモデルを構築するためには、応用分野
を広げ、工学等他分野の知見と連結可能なモ
デルを作り上げる必要がある。このようなモ
デルを構築することにより、統計と技術に基
づいた『高い削減ポテンシャルを持つ産業グ
ループ』を単位とした、戦略的な負荷削減策、
資源管理・獲得政策、産業配置・生産計画を
提案することができ、持続発展可能かつ強靭
な産業システムの構築を援助することがで
きる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、モデルの構築・発展と応用分

野の拡充によって、持続発展可能かつ強靭な
産業システム構築への戦略的な提案を行う
ために以下の課題に取り組む。 
(1) 他のクラスタリング手法や構造解析手
法との比較や検討を行うことにより、経済
的・環境的・災害リスクに対して重要な産業
構造（産業クラスター、サプライチェーン、
キーセクター）を抽出するための頑健な統計
手法を開発する。さらに、詳細なプロセスデ
ータ等との連結を行うことにより、製品・企
業・工場ごとの詳細な分析や、技術の評価、
代替の可能性などの情報を反映したより現
実に則した分析を可能とする包括的なモデ
ルを開発する。 
(2) 環境負荷集約的・資源集約的・災害リス

ク集約的な産業構造を検出し、環境負荷物質
の排出構造や資源の使用構造、災害等の影響
の経済的波及構造を解明する。また、シナリ
オ分析などを行うことにより、重点的対策が
必要な技術や経済取引、産業配置などを特定
し、具体的な技術や産業システム、サプライ
チェーンの改善提案など、効果的な負荷削減
策や資源管理戦略、産業間連携、災害等のリ
スクに対応できる産業配置などの在り方を
提案する。また、この分析結果をモデルにフ
ィードバックし、より頑健かつ包括的なモデ
ルの構築を達成することにより、戦略的な負
荷削減政策、資源管理・獲得戦略、災害等の
リスクに強いサプライチェーン構造を提案
する。 

 
３．研究の方法 

申請者がこれまで開発してきた産業連関
法とグラフ分析法を組み合わせた産業構造
解析手法を用いた応用分析を行い、より頑健
な手法の確立を目指す。さらに、工学分野、
特にマテリアルフロー分析、プロセス評価・
設計分野、災害の経済的影響分野の研究者の
協力を得ながら、製品の詳細な生産プロセス
情報との連結モデルを構築する。 
(1) 産業クラスターの解析研究 

産業連関理論とスペクトラルグラフ理論
を組み合わせた産業構造解析手法を用いた
応用分析として、アメリカの CO2 集約的な
産業クラスターの解析研究等を行い、産業
構造や規模の差が手法に与える影響分析や、
アメリカの産業構造から排出される環境負
荷に関わる先行研究の結果との比較分析な
どを行った。Newman–Girvan モジュラリテ
ィ指数 9)を用いて産業クラスターの数を決
定する方法の検証を行った。 

(2) サプライチェーン、フロー解析手法の研
究 

産業連関的構造経路分析 5)の手法を応用
し、バイオマス資源の供給元である 1 次産
業の製品のフロー解析、バイオマス由来の
樹脂から生み出されるフローや付加価値の
分析などの応用分析を行い、手法の発展と
検討・強化を行った。 

(3) 生産プロセスを反映可能な産業構造解

図 1 本研究のフレームワーク 



析方法の研究 
ケーススタディの対象地域を種子島に

設定し、生産プロセスの詳細な情報を産業
構造の情報と連結するための、産業連関表
の作成方法や部門分割・新設方法について
の研究を行った。 

 
４．研究成果 
(1) 産業クラスターの解析研究 
 産業連関理論とスペクトラルグラフ理論
を組み合わせた産業構造解析手法と、
Newman–Girvan モジュラリティ指数、アメリ
カ の 環 境 分 析 用 産 業 連 関 表 で あ る 
“Comprehensive Environmental Data Archive” 
10) （以下、CEDA）の 2002 年表を用いて分
析した結果、検出されたアメリカの CO2集約
的な産業クラスターは、6 つであった。この
CO2 集約的な産業クラスターは、産業間取引
により直接間接的に誘発（排出）している CO2

が集約的である産業クラスターである。
CEDA の部門数は約 400 部門であるが、特に
電力クラスター、石油製品クラスター、鉄鋼
クラスターは 100 以上の部門から構成される
巨大なクラスターであり、2002 年のアメリカ
の CO2排出量の 26.9%が電力クラスターから、
18.0%が石油製品クラスターから排出されて
いる。電力クラスターは、電力部門を中心に
食品産業、 電気機械、サービス部門からな
るクラスターであるが、その多くはサービス
部門が占めている。さらに、クラスターを構
成するエッジのうち、直接間接 CO2排出が 10 
Mt CO2-eq.以下のものを削除すると、卸売、
小売、不動産、情報通信、医療・介護、教育、
飲食業、自動車修理などのサービス部門と電
力部門間のエッジのみが残り、これらのサー
ビス部門の電力使用により、アメリカの全
CO2排出量の約 13%が排出されていることが
分かった（図 2 参照）。これは、Suh (2006)11)

の結果同様、アメリカにおいて、サービス部
門が CO2排出において、大きな位置を占めて
いることがわかる。また、石油製品クラスタ
ーは、石油製品部門を中心に、工業製品、輸
送、サービス部門からなるクラスターであり、
直接間接 CO2排出が 5 Mt CO2-eq.以下のもの
を削除すると、天然ガスや原油、有機化学基
礎製品、航空、トラック、パイプラインなど
の輸送部門、公務や国防などの部門のみが残
り、これらの部門が石油製品を使用すること
で集約的にCO2が排出されていることがわか
った。その他のクラスターには、農業、酪農、
食品産業、 容器製造部門からなると畜、食
肉加工クラスター、綿栽培、布製造、衣類産
業部門からなる人口・合成繊維、フィラメン
ト製造クラスター、建設材料、建設部門から
なるセメントクラスターが検出された。特に、
と畜、食品加工クラスターは、日本の CO2排
出構造からは検出されないアメリカ特有の
クラスターである。また、100 以上の部門か
らなる巨大なクラスターが多く検出された
点や、電力使用を通してサービス部門が多く

のCO2を排出しているというアメリカの産業
によるCO2排出構造を定量的かつ明確に明ら
かにした点において、日本だけでなく様々な
国や地域の産業構造の解析に適用可能であ
ることを確認した。 

 
 (2) 農産物のフロー分析 
 持続可能な社会の実現のためには、エネル
ギーのみしか生産できない太陽光や風力と
いった自然エネルギーとは違い、エネルギー
も物質も生産可能なバイオマス資源を有効
に利活用することが重要である。しかしなが
ら、賦存密度が低く、バイオマスのみの生産
だけでは成り立たないことが現状であり、高
付加価値な 1 次産業の主製品の副産物や残渣、
廃棄物などのカスケード利用が望ましい。し
かし、その場合、1 次産業の主製品などとの
生産バランスを考える必要があり、さらに 1
次産業の副産物は既に地域資源として利用
されている可能性もある。また、1 次製品の
副産物をバイオマスとして、エネルギーや燃
料などに利用する場合、産業構造が変化し、
影響を受ける利害関係者も明らかになって
いない。そこで、1 次産業の製品が生産され
て、加工され、最終消費者の元に届くまでの
フローを産業連関的構造経路分析法を応用
して解析した。また、フロー構造の複雑度を
企業の市場独占度を測る指数であるハーフ
ィンダール・ハーシュマン指数（以下、HHI）
を用いて計る方法を提案した。HHI が高い場
合は特定のフローの独占度が高く、構造が比
較的シンプルであり、HHI が低い場合は独占
度の高いフローが存在せず、比較的複雑な構
造である。さらに、当該製品が最終消費され
るまでに、産業にどれだけ需要されたかを表
す循環指数も提案した。 
 米、いも類、野菜、果実、砂糖原料作物、
素材を対象に金額フローを解析した結果、米、
野菜、果実は直接、最終消費される割合が多
く（米は精穀を経て最終消費）、その他は食
品や飲食業に供給されたのちに最終消費さ
れる形で、HHI は高く、比較的シンプルであ
るとこを示している。一方、いも類、砂糖原
料作物、素材は多くの産業を経て最終消費さ
れるため、HHI は低く、フロー構造が複雑で
あることがわかった。特にいも類は、いもか

31 Electric power generation, 
transmission, and distribution

320 Wholesale trade

331 Retail trade

352 Real estate

342 Telecommunications

388 Hospitals

389 Nursing and residential care facilities

383 Junior colleges, colleges, 
universities, and professional schools

404 Food services and drinking places

406 Automotive repair and 
maintenance, except car washes

図 2 アメリカの電力クラスター（>10 Mt 
CO2-eq.） 



ら生産されるでん粉が工業用にも利用され
ているため、1 次産業の製品でありながら、
フロー構造に多くの工業部門が存在する（図
3 参照）。同じく素材（木材の素材）から作ら
れる木材チップや端材などが電力生産に利
用されていることから、多くの工業部門がフ
ロー構造に内包されている。これらの 1 次産
業の製品の副産物を利活用する場合、フロー
構造に存在する部門に影響を与える可能性
もある。一方、比較的シンプルなフロー構造
を持つ製品の副産物を利活用することによ
り、利用フローを増やし、1 次産業の基盤を
強化することもできる。さらに循環指数を分
析すると、直接消費の多い野菜や果実は低く、
多くの産業に利用される砂糖原料作物や素
材は高い値であることもわかった。副産物の
利活用により、この循環額を上昇させること
も可能である。 
 一方、産業連関表の物量表を利用して物量
フローを分析した結果、価格が低いため、金
額フローには存在しない、もしくは小さなフ
ローが、物量フローでは検出されたり、大き
なフローとして検出されるという結果がで
た。例えば、金額フローではいも類からでん
粉への供給はごくわずかであるが、物量フロ
ーでは 30%以上がでん粉に供給されている。
また、米の副産物である稲わらは、金額フロ
ーではほとんど検出されないが、物量フロー
では家畜や飼料・有機質肥料に供給されてい
る。このように安価であるが大量にまとまっ
て発生するバイオマスを、既に利用している
産業や主製品のフロー構造への負の影響を
最小化する方法で利活用していくべきであ
る。 

 
(3) 樹脂のフローと付加価値の分析 
 バイオマス由来の樹脂を生産し、利用する
際、化石資源由来のどの樹脂と代替し、どの
ような製品を生産すべきかという問題があ
る。その判断指標の 1 つとして、より多くの
付加価値を国内に生み出せるかという指標
を提案する。この観点から、従来の化石資源
由来の樹脂とそれから生産される各プラス
チック製品のフロー構造と、そこから生み出

される付加価値についての分析を行った。さ
らに、フロー構造から、バイオマス由来の樹
脂の導入に対する適正について検討を行っ
た。バイオマス資源から生産可能なポリエチ
レンとポリプロピレンについての分析を行
った結果、それぞれに大きな差はないことが
分かったが、同じくバイオマスから生産され
るガソリンと比較すると生み出す付加価値
や循環指数が高いことがわかった。これは、
ガソリンはそのほとんどが最終消費者に直
接消費される一方、樹脂は様々な産業に材料
製品として使用されるためである。また両樹
脂から生産されるプラスチックフィルム・シ
ート、プラスチック容器、プラスチック板・
管・棒、工業用プラスチック製品、プラスチ
ック製日用雑貨・食卓用品、その他のプラス
チック製品のフロー構造とそこから生み出
される付加価値を分析すると、各製品のフロ
ー構造に特徴があることがわかった。プラス
チック製日用雑貨・食卓用品は、あまり多く
の産業を経由することなく最終消費者に消
費されるため、HHI は高く（フロー構造は比
較的シンプル）、循環指数は低い。一方で、
工業用プラスチック製品やプラスチックフ
ィルム・シートは、HHI が低く、独占的なフ
ローが比較的存在せず、循環指数と生み出す
付加価値は高い。また両製品は、様々な製品
に材料として利用され、間接的に輸出される
割合が高いことも特徴である。このような結
果やそれぞれの産業規模、消費者の受容性、
環境性などからどの樹脂、プラスチック製品
にバイオマス製品を導入していくべきかを
判断すべきであるが、その判断材料として、
各製品がどのような産業に材料として利用
され、どのような最終消費者の元に直接間接
的に届くのか、またそこから生み出される付
加価値を定量的に可視化することは、重要で
あることを確認した。 
 
(4) 生産プロセスを反映可能な産業構造解析
方法の研究 
 生産プロセスの変化や新技術・システムの
導入に対する分析を可能とする産業・経済構
造解析手法を構築するために、鹿児島県の種
子島を対象地域とし、種子島の産業構造の特
徴を反映した種子島版の産業連関表を作成
した。この産業連関表を用いて、種子島の特
産品であるサトウキビの搾りかすであるバ
ガスを燃料としたバイオマス発電や熱供給
業、バイオエタノール生産を導入した場合の
サトウキビのフローの変化（図 4 参照）や島
内経済への影響などを、実際に種子島島内の
利害関係者と共有・議論することで、意思決
定において有用な情報とその可視化方法に
ついて検討を行い、実用化と可視化という方
面での手法の発展を行った。 

図 3 いも類の金額フロー 



 
(5) まとめと今後の展望 
 本研究では、産業連関理論とグラフ理論な
どを組み合わせた新たな産業構造解析モデ
ルの構築を行い、様々な応用研究を行った。
その結果、産業の複雑な連関構造・波及構造
の中から、資源や環境負荷集約的な産業構造
や、特徴的な産業構造を定量的に解析し、可
視化することは、持続可能かつ強靭な産業シ
ステムの構築ための技術開発・導入戦略、資
源獲得・利用戦略、負荷削減対策、リスクマ
ネージメントを議論するための有効な情報
かつ判断材料になりうることがわかった。ま
た、結果を定量的・視覚的に示すことにより、
産業間や利害関係者間の議論や合意形成を
容易にし、技術や対策の導入を援助できると
確信している。今後は、さらに頑健な手法の
構築と、さらなる応用分野の拡充、分析結果
の是非を判断するための地域でのケースス
タディ、他分野との連携による多角的な産業
構造や技術の分析を進め、強靭で持続的な産
業構造の構築に寄与していきたい。 
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